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議案第１号

専決処分について

令和３年度秩父市一般会計補正予算（第７回）については、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、別紙専決処分書のとおり専

決処分したので、同条第３項の規定により報告し、議会の承認を求める。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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専決処分書

令和３年度秩父市一般会計補正予算（第７回）については、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。

令和３年１２月２１日

秩 父 市 長 北 堀 篤
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令和３年度秩父市一般会計補正予算（第７回）

令和３年度秩父市一般会計補正予算（第７回）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 759,125 千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 33,174,314 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表

歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定によ

り、翌年度に繰越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」

による。
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１ 歳 入

歳入歳出予算補正第 １ 表

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

16 国庫支出金 5,171,718 759,125 5,930,843

2 国庫補助金 1,748,514 759,125 2,507,639

歳 入 合 計 32,415,189 759,125 33,174,314
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２ 歳 出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

3 民 生 費 11,924,193 759,125 12,683,318

1 社会福祉費 5,457,557 759,125 6,216,682

歳 出 合 計 32,415,189 759,125 33,174,314
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第 ２ 表　　繰 越 明 許 費
（単位：千円）

事　　　業　　　名 金　　　額

3 民生費 1 社会福祉費 住民税非課税世帯等臨時特別給付金支給事業 759,125

款 項
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１ 総 括

（歳 入） （単位：千円）

款 補正前の額 補 正 額 計

16 国庫支出金

歳 入 合 計

5,171,718

32,415,189

759,125

759,125

5,930,843

33,174,314

３ ７
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１　一般職

(１)総括

( 586 ）

( 586 ）

( ）

給　与　費　明　細　書

給      与      費

(人) (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

480 623,927 1,910,138 1,243,675 3,777,740 1,082,589 4,860,329

480 623,477 1,910,138 1,243,525 3,777,140 1,082,514 4,859,654

450 150 600 75 675

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

51,540 547,833 325,990 124,906 113,462 562

51,540 547,833 325,990 124,756 113,462 562

150

(千円) (千円) (千円) (千円)

25,220 1,500 23,662 29,000

25,220 1,500 23,662 29,000

区分
職員数 共済費 合計

備考報酬 給料 職員手当 計

補正後

補正前

比較

区分
扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

時間外勤務
手当

管理職　　　　
手当

特殊勤務
手当

補正後

補正前

比較

区分
通勤手当 宿日直手当 住居手当 児童手当

補正後

補正前

比較

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳
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ア　会計年度任用職員以外の職員

( 37 ）

( 37 ）

( ）

イ　会計年度任用職員

( 549 ）

( 549 ）

( ）

給      与      費

(人) (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

480 1,904,000 1,116,477 3,020,477 968,116 3,988,593

480 1,904,000 1,116,327 3,020,327 968,116 3,988,443

150 150 150

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補正後 51,540 421,137 325,990 124,906 113,462 562

補正前 51,540 421,137 325,990 124,756 113,462 562

比較 150

(千円) (千円) (千円) (千円)

補正後 24,718 1,500 23,662 29,000

補正前 24,718 1,500 23,662 29,000

比較

給      与      費

(人) (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

623,927 6,138 127,198 757,263 114,473 871,736

623,477 6,138 127,198 756,813 114,398 871,211

450 450 75 525

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補正後 126,696

補正前 126,696

比較

(千円) (千円) (千円) (千円)

補正後 502

補正前 502

比較

区分
職員数 共済費 合計

備考報酬 給料 職員手当 計

補正後

補正前

比較

区分
扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

時間外勤務
手当

管理職　　　　
手当

特殊勤務
手当

区分
通勤手当 宿日直手当 住居手当 児童手当

区分
職員数 共済費 合計

備考報酬 給料 職員手当 計

補正後

補正前

比較

区分
扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

時間外勤務
手当

管理職　　　　
手当

特殊勤務
手当

区分
通勤手当 宿日直手当 住居手当 児童手当

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳
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(２)給料及び職員手当の増減額の明細

増減額 増減事由別内訳
(千円) (千円)

150

区分 説　　　　　　明 備　考

給与改定に
伴う増減分

昇給に伴う
増加分

その他の
増減分

職員
手当

150

制度改正に
伴う増減分

その他の
増減分

住民税非課税世帯等臨時特別給付金事務に係る
時間外勤務手当の増

給料
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議案第２号

秩父市公共施設等総合管理計画の変更について

秩父市公共施設等総合管理計画を別冊のとおり変更したいので、地方自治法第９

６条第２項の規定による議会の議決すべき事件に関する条例（平成２１年秩父市条

例第１７号）第３号の規定に基づき、議会の議決を求める。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

提案理由

総務省通知「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」の改訂に伴い、

秩父市公共施設等総合管理計画を変更し、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を

推進したいため。
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議案第３号

市道路線の廃止について

次のとおり市道路線を廃止することについて議決を求める。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

提案理由

市道路線を廃止したいため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３

項の規定により提出する。

路線名
起 点 重要な

経過地終 点

原谷２５５号線
秩父市黒谷字下原 １１７３番 地先

秩父市黒谷字下原 １１８２番１地先

大田２３０号線
秩父市品沢字遠原 ９５番 地先

秩父市品沢字遠原 １０１番１地先
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議案第４号

埼玉県市町村総合事務組合の規約変更について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、埼玉県

市町村総合事務組合規約を次のとおり変更することについて議決を求める。

埼玉県市町村総合事務組合規約の一部を変更する規約

埼玉県市町村総合事務組合規約（平成１８年指令市第７４５号）の一部を次のよ

うに変更する。

別表第１及び別表第２第４条第１号に掲げる事務の項組合市町村の欄中「埼玉県

都市競艇組合」を「埼玉県都市ボートレース企業団」に改める。

附 則

この規約は、令和４年４月１日から施行する。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

提案理由

埼玉県都市競艇組合の名称変更に伴い、埼玉県市町村総合事務組合規約を変更

することについて協議したいので、地方自治法第２９０条の規定により提出する。
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議案第５号

秩父市一般職職員の服務の宣誓に関する条例及び秩父市公立学校県費負担教

職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例

（秩父市一般職職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正）

第１条 秩父市一般職職員の服務の宣誓に関する条例（平成１７年秩父市条例第４

０号）の一部を次のように改正する。

第２条中「任命権者の面前において」を削り、「に署名して」を「を任命権者

に提出して」に改める。

別記様式中「㊞」を削る。

（秩父市公立学校県費負担教職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正）

第２条 秩父市公立学校県費負担教職員の服務の宣誓に関する条例（平成１７年秩

父市条例第１０８号）の一部を次のように改正する。

第２条中「、秩父市教育委員会又は秩父市教育委員会が定める上級の公務員の

面前において」を削り、「）に、」を「）を、」に、「に署名をして」を「を秩

父市教育委員会に提出して」に改める。

様式第１号及び様式第２号中「㊞」を削る。

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

提案理由

押印等を求める手続について、国家公務員の手続に準じ、所要の改正を行いたい

ため。
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議案第６号

秩父市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例

秩父市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成１７年秩父市条例第４

２号）の一部を次のように改正する。

第１４条第２項中第２１号を第２２号とし、第１８号から第２０号までを１号ず

つ繰り下げ、同項第１７号中「７月から９月まで」を「６月から１０月まで」に改

め、同号を同項第１８号とし、同項第１６号中「１０日」を「、１０日」に改め、

同号を同項第１７号とし、同項第１５号中「１０日」を「、１０日」に改め、同号

を同項第１６号とし、同項中第１４号を第１５号とし、第１３号を第１４号とし、

第１２号の次に次の１号を加える。

(13) 職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると認めら

れる場合 一の年において５日（当該通院等が体外受精その他の市長が定める

不妊治療に係るものである場合にあっては、１０日）の範囲内の期間

第１４条第３項中「第１６号」を「第１７号」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

提案理由

人事院規則の一部改正に伴い、国家公務員の休暇制度に準じ、特別休暇を新設す

るほか、職員の夏季休暇について、所要の改正を行いたいため。

23



議案第７号

秩父市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

秩父市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年秩父市条例第４３号）の一部

を次のように改正する。

第２条第３号ア中（ア）を削り、（イ）を（ア）とし、（ウ）を（イ）とする。

第２０条第２号中「次のいずれにも該当する」を「勤務日の日数及び勤務日ごと

の勤務時間を考慮して規則で定める」に改め、同号ア及びイを削る。

本則に次の２条を加える。

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等）

第２４条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶者が妊

娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは、当該職員に

対して、育児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、育児休業の承

認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなけれ

ばならない。

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該職員

が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）

第２５条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため、

次に掲げる措置を講じなければならない。

(1) 職員に対する育児休業に係る研修の実施

(2) 育児休業に関する相談体制の整備

(3) その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

提案理由

人事院規則の一部改正に伴い、非常勤職員の育児休業及び部分休業の取得要件の

緩和並びに育児休業を取得しやすい勤務環境の整備に関し、所要の改正を行いたい

ため。
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議案第８号

秩父市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

秩父市国民健康保険税条例（平成１７年秩父市条例第６７号）の一部を次のよう

に改正する。

第２条第２項ただし書中「６１万円」を「６３万円」に改め、同条第３項中「並

びに」を「及び」に改め、同条第４項中「並びに」を「及び」に改め、同項ただし

書中「１６万円」を「１７万円」に改める。

第３条の見出しから第５条の見出しまでの規定中「係る」の次に「基礎課税額の」

を加える。

第５条の２の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条第１号中

「第２１条」を「第２１条第１項」に改める。

第６条中「賦課期日の属する年の前年の所得に係る」を削る。

第１３条第１項中「同条」を「その減額後」に改める。

第２１条中「６１万円」を「６３万円」に、「１６万円」を「１７万円」に改め、

同条第１号中「法第７０３条の５」を「法第７０３条の５第１項」に改め、同号ア

及びイ中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条第２号中「法第７０３条の

５」を「法第７０３条の５第１項」に改め、同号ア及びイ中「係る」の次に「基礎

課税額の」を加え、同条第３号中「法第７０３条の５」を「法第７０３条の５第１

項」に改め、同号ア及びイ中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条に次の

１項を加える。

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の最初の３

月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合における

当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属す

る未就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定する金額を減額するも

のとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該

被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額を減額して得た額とする。

(1) 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額

ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 １，５７５円

イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 ２，６２５円

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 ４，２００円

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ５，２５０円
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(2) 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める

額

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 １，２７５円

イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 ２，１２５円

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 ３，４００円

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ４，２５０円

第２１条の２中「前条の」を「前条第１項の」に、「前条第１号」を「前条第１

項第１号」に、「「総所得金額」」を「「総所得金額及び」」に改め、「次号にお

いて同じ。）」の次に「及び」を加える。

附則第４項中「第２１条」を「第２１条第１項」に、「法第７０３条の５」を

「法第７０３条の５第１項」に改める。

附則第５項、第６項及び第８項から第１５項までの規定中「第２１条」を「第２

１条第１項」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条第２項ただし書、第２条

第４項ただし書、第５条の２第１号、第１３条第１項、第２１条（「係る」の次

に「基礎課税額の」を加える部分を除く。）及び第２１条の２の改正規定（「前

条の」を「前条第１項の」に、「前条第１号」を「前条第１項第１号」に改める

部分に限る。）並びに附則第４項から第６項まで及び第８項から第１５項までの

改正規定は、令和４年４月１日から施行する。

（適用区分）

２ この条例（前項ただし書に規定する改正規定に限る。）による改正後の秩父市

国民健康保険税条例の規定は、令和４年度以後の年度分の国民健康保険税につい

て適用し、令和３年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

提案理由

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）等の一部改正に伴う、未就学児均等割額

の減額措置を導入するほか、課税限度額等について、所要の改正を行いたいため。
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議案第９号

秩父市国民健康保険条例の一部を改正する条例

秩父市国民健康保険条例（平成１７年秩父市条例第１７３号）の一部を次のよう

に改正する。

第４条第２項を削る。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

提案理由

老人福祉法に基づく老人ホーム等入所者に対する国民健康保険の適用除外の廃止

に関し、所要の改正を行いたいため。
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議案第１０号

秩父市手数料徴収条例の一部を改正する条例

秩父市手数料徴収条例（平成１７年秩父市条例第７０号）の一部を次のように改

正する。

別表第３０号及び第３１号を次のように改める。

３０ 長期優良

住宅の普及の

促進に関する

法律第５条第

１項から第５

項までの規定

による長期優

良住宅建築等

計画認定申請

に対する審査

手数料

ア 長期優良住宅建

築等計画に係る住

宅に関する住宅の

品質確保の促進等

に関する法律（平

成１１年法律第８

１号）第６条の２

第３項に規定する

確認書若しくは同

条第４項に規定す

る住宅性能評価書

（いずれも長期優

良住宅の普及の促

進に関する法律第

６条第１項第１号

に掲げる基準に適

合しているものに

限る。次号におい

て同じ。）又はこ

れらの写しが提出

された場合

一戸建て

の住宅

１棟につき、次に掲げる区

分に応じ次に定める額

(1) 新築の場合 ８，００

０円

(2) 増築又は改築の場合

１３，０００円

共同住宅

等（共同

住宅、長

屋その他

の一戸建

ての住宅

以外の住

宅 を い

う。以下

この号及

び次号に

おいて同

じ。）

１棟につき、次に掲げる区

分に応じ次に定める額

(1) 新築の場合 １７，０

００円

(2) 増築又は改築の場合

２５，０００円

イ ア以外の場合 一戸建て

の住宅

１棟につき、次に掲げる区

分に応じ次に定める額

(1) 新築の場合 ５７，０

００円

(2) 増築又は改築の場合

８５，０００円
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別表第３２号中「第９条第１項」の次に「及び第３項」を加える。

附 則

（施行期日）

共同住宅

等

１棟につき、次に掲げる区

分に応じ次に定める額

(1) 新築の場合 １２７，

０００円

(2) 増築又は改築の場合

１９４，０００円

３１ 長期優良

住宅の普及の

促進に関する

法律第８条第

１項の規定に

よる長期優良

住宅建築等計

画変更認定申

請に対する審

査手数料

ア 変更後の長期優

良住宅建築等計画

に係る住宅に関す

る住宅の品質確保

の促進等に関する

法律第６条の２第

３項に規定する確

認書若しくは同条

第４項に規定する

住宅性能評価書又

はこれらの写しが

提出された場合

一戸建て

の住宅

１棟につき、次に掲げる区

分に応じ次に定める額

(1) 新築の場合 ４，００

０円

(2) 増築又は改築の場合

６，５００円

共同住宅

等

１棟につき、次に掲げる区

分に応じ次に定める額

(1) 新築の場合 ８，５０

０円

(2) 増築又は改築の場合

１２，５００円

イ ア以外の場合 一戸建て

の住宅

１棟につき、次に掲げる区

分に応じ次に定める額

(1) 新築の場合 ２８，５

００円

(2) 増築又は改築の場合

４２，５００円

共同住宅

等

１棟につき、次に掲げる区

分に応じ次に定める額

(1) 新築の場合 ６３，５

００円

(2) 増築又は改築の場合

９７，０００円

29



１ この条例は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の秩父市手数料徴収条例別表第３０号及び第３１号の規定は、この条例

の施行の日以後の申請に係る手数料について適用し、同日前の申請に係る手数料

については、なお従前の例による。

３ 前項の規定にかかわらず、改正前の秩父市手数料徴収条例別表第３０号及び第

３１号の規定（長期優良住宅建築等計画が住宅の質の向上及び円滑な取引環境の

整備のための長期優良住宅の普及の促進に関する法律等の一部を改正する法律

（令和３年法律第４８号）による改正前の長期優良住宅の普及の促進に関する法

律（平成２０年法律第８７号）第６条第１項各号に掲げる基準に適合しているこ

とを示す書類（住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項の登録住宅性

能評価機関が作成したものに限る。）が提出された場合の申請に係る部分に限

る。）については、当分の間、なおその効力を有する。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

提案理由

長期優良住宅の普及の促進に関する法律の一部改正に伴い、長期優良住宅建築等

計画認定申請等の審査手数料を定めるほか、所要の改正を行いたいため。
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議案第１１号

秩父市立学童保育室条例の一部を改正する条例

秩父市立学童保育室条例（平成１７年秩父市条例第１４６号）の一部を次のよう

に改正する。

第１条の表秩父市立中村学童保育室の項を削る。

第３条中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。

(4) 規則で定める日

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

提案理由

令和４年３月３１日をもって中村学童保育室を廃止するほか、学童保育室の休日

について、所要の改正を行いたいため。
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議案第１２号

秩父市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

秩父市一般職職員の給与に関する条例（平成１７年秩父市条例第５５号）の一

部を次のように改正する。

第７条の２第１項中「、第１号及び第２号に掲げる職に係るものにあっては採

用の日から３５年以内、第３号に掲げる職に係るものにあっては採用の日から５年

以内の期間、採用の日（第１号及び第２号に掲げる職に係るものにあっては、採用

後１５年を経過した日）から１年を経過するごとに、その額を減じて、」を削り、

同項第３号中「前２号」を「前３号」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号

の次に次の１号を加える。

(3) 前２号に掲げる職以外の職のうち市立病院に勤務する職員で特殊な専門的

知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充について特別な事情があると

認められる職で市長の定めるもの 月額 １２，０００円

第１６条の８中「第７条の２」を「第８条」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の秩父市一般職職員

の給与に関する条例の規定は、令和４年２月１日から適用する。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

提案理由

令和３年１１月に閣議決定した「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」に

基づき、地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機関に勤務する看護職員等の

継続的な処遇改善を行いたいため。

32



議案第１３号

秩父市ふれあいセンター条例の一部を改正する条例

秩父市ふれあいセンター条例（平成１７年秩父市条例第１６１号）の一部を次の

ように改正する。

第１条中「高齢者及び」を削る。

第２条表以外の部分中「ふれあいセンター」を「センター」に改める。

第５条第１項ただし書中「２階の施設」を「調理実習室、教養娯楽室、研修室、

会議室及び休憩室」に改める。

第６条を次のように改める。

（利用者の範囲）

第６条 センターを利用できる者は、次に掲げる者とする。

(1) 障害者（障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条第１号に規定する

障害者をいう。以下同じ。）及びその介護者

(2) 前号に掲げる者を構成員に含む団体

(3) 福祉団体（障害者福祉を増進することを目的とした事業を実施する場合に限る。）

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、同項に規定する者の利用に支障がないと認

めるときは、同項に規定する者以外の者に対して、センターを利用させることが

できる。

第７条第２項第４号を削る。

第９条に次のただし書を加える。

ただし、第６条第２項に規定する者でセンターの利用許可を受けたものは、別

表に定める使用料を納付しなければならない。

第１６条を第１８条とし、第１０条から第１５条までを２条ずつ繰り下げ、第９

条の次に次の２条を加える。

（使用料の減免）

第１０条 市長は、特別の事情がある場合において、必要があると認めるときは、

前条の使用料を減額し、又は免除することができる。

（使用料の還付）

第１１条 既納の使用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当する

ときは、その全部又は一部を還付することができる。

(1) センターの管理上特に必要があるため、市長が第７条第１項の許可を取り消

したとき。

(2) 利用者の責めに帰することができない理由により、センターを利用すること

ができないとき。
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和４年７月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の秩父市ふれあいセンター条例の規定は、この条例の施行の日以後の利

用に係る使用料について適用し、同日前の利用に係る使用料については、なお従

前の例による。

別表（第９条関係）

備考

１ 「午前」とは、午前９時から正午までをいい、「午後」とは、午後１時

から午後５時までをいい、「夜間」とは、午後５時３０分から午後９時

までをいう。

２ この表の規定にかかわらず、市内に住所、事務所又は事業所を有してい

る者（以下「市民等」という。）以外の者が利用する場合（団体利用に

あっては、市民等以外の者が利用者の半数以上の場合）の使用料は、こ

の表により算定された額に１００分の１５０を乗じて得た額（その額に

１０円未満の端数がある場合は、その端数を切り捨てた額）とする。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

提案理由

施設を有効活用するため、障がい者以外の方も利用できるよう利用者の範囲を改

め、それらの方に対する使用料について、所要の改正を行いたいため。

施設名
金額

午前 午後 夜間

調理実習室 ７７０円 ９９０円 １，２１０円

教養娯楽室 ８８０円 １，３２０円 １，７６０円

研修室 ５５０円 ７７０円 ８８０円

会議室 ５５０円 ７７０円 ８８０円

休憩室１ ９９０円 １，２１０円 １，４３０円

休憩室２ ９９０円 １，２１０円 １，４３０円
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議案第１４号

秩父市敬老祝金支給条例の一部を改正する条例

秩父市敬老祝金支給条例（平成１７年秩父市条例第１６５号）の一部を次のよう

に改正する。

第３条第１号中「１０，０００円」を「７，０００円」に改め、同条第２号中

「２０，０００円」を「１５，０００円」に改める。

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

提案理由

平均寿命の延伸等による敬老祝金の支給環境の変化を勘案し、敬老祝金の額を改

めたいため。
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議案第１５号

秩父市出産祝金支給条例

（目的）

第１条 この条例は、市の次代を担う子どもの出産及び子育てを支援するため、秩

父市出産祝金（以下「祝金」という。）を支給することにより、出産及び子育て

に係る世帯の経済的負担を軽減し、もって子どもの健全な育成に資することを目

的とする。

（支給対象子ども）

第２条 祝金の支給の対象となる子（以下「支給対象子ども」という。）は、次の

いずれにも該当する者とする。

(1) 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づく市の住民基本台帳（以

下「住民基本台帳」という。）に記載されている母から令和４年４月１日以降

に出生した者

(2) 出生の日から第５条の規定による申請を行う日（以下「申請日」という。）

まで住民基本台帳に引き続き記載されている者

２ 前項の支給対象子どもは、同一の母から出生した者のうち、出生の日において、

最年長のものを第１子、第１子を除き最年長のものを第２子、第１子及び第２子

以外のものを第３子以降とする。この場合において、次に掲げる者は、第２子又

は第３子以降を認定する際の第１子及び第２子から除く。

(1) １８歳以上の者（１８歳に達した日以後の最初の３月３１日までの間にある

者を除く。）

(2) 出生の日において市の住民基本台帳に記録されなかった者

(3) 出生の日以後、その者の母が市から転出したことがある者

(4) 養子縁組により子となった者

(5) その他市長が適当でないと認める者

（支給対象者）

第３条 祝金の支給の対象となる者（以下「支給対象者」という。）は、申請日に

おいて住民基本台帳に引き続き１年以上記載されている者で、現に支給対象子ど

もを養育している保護者とする。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、支給対象者と

しないものとする。

(1) 自己又はその配偶者が市税等を滞納している者

(2) その他市長が適当でないと認める者
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（祝金の額等）

第４条 祝金の額は、次の表の左欄に掲げる支給対象子どもの区分に応じ、同表の

中欄に掲げる基準日ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる額とする。

（祝金の支給申請）

第５条 祝金の支給を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、規則に定

めるところにより、前条に掲げる基準日ごとに当該基準日から起算して１年を経

過する日までに市長に申請しなければならない。

（祝金の支給決定）

第６条 市長は、前条の申請を受けたときは、速やかにその内容を審査し、祝金を

支給すべきものと認めたときは、祝金を支給するものとする。

（祝金の返還）

第７条 市長は、祝金の支給決定を受けた者が偽りその他不正な手段により祝金の

支給決定又は支給を受けたものと認めたときは、祝金の支給決定を取り消し、又

は既に支給した祝金を返還させることができる。

（委任）

第８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

支給対象子どもの区分 基準日 祝金の額

第１子 出生の日 １２万円

第２子 出生の日 １０万円

１歳の誕生日 １０万円

２歳の誕生日 １０万円

第３子以降 出生の日 １０万円

１歳の誕生日 １０万円

２歳の誕生日 １０万円

３歳の誕生日 １０万円

４歳の誕生日 １０万円
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提案理由

市の次代を担う子どもの出産及び子育てを支援し、子育て世帯の経済的負担軽減

を図ることを目的に、出産祝金の支給に関し、必要な事項を規定したいため。
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議案第１６号

秩父市企業版ふるさと納税基金条例

（設置）

第１条 まち・ひと・しごと創生寄附活用事業（地域再生法（平成１７年法律第２

４号）第５条第４項第２号に規定するまち・ひと・しごと創生寄附活用事業をい

う。以下同じ。）の財源に充てるため、秩父市企業版ふるさと納税基金（以下

「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」とい

う。）で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法に

より保管しなければならない。

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えること

ができる。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上してこの基金に積み立てるもの

とする。

（繰替運用）

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及

び利率を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。

（処分）

第６条 基金は、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業の財源に充てる場合に限り、

その全部又は一部を処分することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が別

に定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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提案理由

企業版ふるさと納税の寄附金について、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業の

財源として積み立てるため、基金の設置及び管理等を規定したいため。
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議案第１７号

秩父市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例

（趣旨）

第１条 この条例は、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年

法律第１９号。以下「法」という。）第８条第１項に規定する過疎地域持続的発

展市町村計画であって市が定めるもの（以下「持続的発展計画」という。）に記

載された産業振興促進区域（同条第４項第１号に規定する産業振興促進区域をい

う。以下同じ。）内において、持続的発展計画において振興すべき業種として定

められた製造業、情報サービス業等、農林水産物等販売業（法第２３条に規定す

る農林水産物等販売業をいう。以下同じ。）又は旅館業（下宿営業を除く。以下

同じ。）（以下「適用事業」という。）の用に供する設備の取得等（取得又は製

作若しくは建設をいい、建物及びその附属設備にあっては改修（増築、改築、修

繕又は模様替をいう。）のための工事による取得又は建設を含む。以下同じ。）

をした者に係る固定資産税の課税免除に関し必要な事項を定めるものとする。

（課税免除）

第２条 市長は、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第２４条の地方

税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令（令和

３年総務省令第３１号）第１条第１号イに規定する期間に、持続的発展計画に記

載された産業振興促進区域内において、持続的発展計画において振興すべき業種

として定められた租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第１２条第３項の

表第１号の中欄又は第４５条第２項の表第１号の中欄に掲げる事業の用に供する

設備で同法第１２条第３項の表第１号の下欄又は第４５条第２項の表第１号の下

欄の規定の適用を受けるものであって、取得価額の合計額が次の各号に掲げる事

業の区分に応じそれぞれ当該各号に定める額以上のもの（以下「特別償却設備」

という。）の取得等（租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３号）第２８

条の９第１０項に規定する資本金の額等（以下「資本金の額等」という。）が５，

０００万円を超える法人が行うものにあっては、新設又は増設に限る。）をした

者について、当該特別償却設備である家屋及び償却資産並びに当該家屋の敷地で

ある土地（法第２条第２項の規定による公示の日以後において取得したものに限

り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土

地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合における当該土地に限る。）

に対して課する固定資産税について課税免除することができる。

(1) 製造業又は旅館業 ５００万円（資本金の額等が５，０００万円を超え１億
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円以下である法人が行うものにあっては１，０００万円とし、資本金の額等が

１億円を超える法人が行うものにあっては２，０００万円とする。）

(2) 情報サービス業等又は農林水産物等販売業 ５００万円

（課税免除の期間）

第３条 前条の規定による課税免除の期間は、新たに固定資産税が課されることと

なった年度から３年度とする。

（課税免除の申請）

第４条 第２条の規定により固定資産税の課税免除を受けようとする者は、規則で

定めるところにより、市長に課税免除の申請をしなければならない。

（課税免除措置の承継）

第５条 適用事業が相続、合併、分割、譲渡その他の事由により承継された場合に

おいて、第２条第１項に規定する固定資産が引き続き当該適用事業の用に供され

ているときは、当該固定資産に対して課する固定資産税の課税免除の措置は、そ

の承継人に対して行うことができるものとする。この場合において、当該固定資

産に係る課税免除の期間は、承継前の期間を引き継ぐものとする。

２ 前項の規定により適用事業の承継人が引き続き課税免除を受けようとするとき

は、規則で定めるところにより、市長に事業を承継する旨の届出及び課税免除の

申請をしなければならない。

（課税免除の取消し）

第６条 市長は、固定資産税の課税免除を受けた者が、次の各号のいずれかに該当

するときは、当該固定資産税の課税免除を取り消すことができる。

(1) 適用事業を廃止し、若しくは休止したとき又は適用事業が休止の状況にある

と認められるとき。

(2) 偽りその他不正な行為により固定資産税の課税免除を受けたとき。

(3) 市税等を納期限までに納付しなかったとき。

(4) その他固定資産税の課税免除をすることが適当でないと認めるとき。

（適用除外）

第７条 この条例の規定は、秩父市地域経済牽引事業の促進に係る固定資産税の特

例に関する条例（平成３０年秩父市条例第３３号）の規定による固定資産税の課

税免除の適用を受けるものについては、適用しない。

（委任）

第８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤

提案理由

秩父市過疎地域持続的発展計画において、産業振興促進区域として定められてい

る区域における対象業種の固定資産税を課税免除することに関し、必要な事項を規

定したいため。
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議案第１８号

令和３年度秩父市一般会計補正予算（第８回）

令和３年度秩父市一般会計補正予算（第８回）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 666,896 千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 33,841,210 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表

歳入歳出予算補正」による。

（債務負担行為）

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。

（繰越明許費）

第３条 繰越明許費の追加は、「第３表 繰越明許費補正」による。

（地方債）

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表 地方債補正」による。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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１ 歳 入

歳入歳出予算補正第 １ 表

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1

12

15

16

17

18

19

20

22

23

市 税

地方交付税

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄 附 金

繰 入 金

諸 収 入

市 債

8,222,953

7,280,580

449,302

5,930,843

1,842,789

119,528

616,402

2,033,139

452,179

2,352,614

128,350

514,028

1,374

109,750

△22,701

20,802

△6,540

△297,132

17,597

201,368

8,351,303

7,794,608

450,676

6,040,593

1,820,088

140,330

609,862

1,736,007

469,776

2,553,982

1

1

1

1

2

3

1

2

3

1

1

1

2

4

5

1

市 民 税

地方交付税

使 用 料

国庫負担金

国庫補助金

委 託 金

県負担金

県補助金

委 託 金

財産運用収入

寄 附 金

繰 入 金

市預金利子

受託事業収入

雑 入

市 債

2,801,326

7,280,580

296,798

3,398,602

2,507,639

24,602

1,138,963

512,115

191,711

85,888

616,402

2,033,139

80

110,112

173,487

2,352,614

128,350

514,028

1,374

△63,336

177,596

△4,510

△17,574

△1,520

△3,607

20,802

△6,540

△297,132

148

△6,542

23,991

201,368

2,929,676

7,794,608

298,172

3,335,266

2,685,235

20,092

1,121,389

510,595

188,104

106,690

609,862

1,736,007

228

103,570

197,478

2,553,982

歳 入 合 計 33,174,314 666,896 33,841,210
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２ 歳 出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

2

3

4

6

7

8

10

11

12

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農林水産業費

商 工 費

土 木 費

教 育 費

災害復旧費

公 債 費

3,722,572

12,683,318

3,435,167

663,447

1,114,201

2,139,165

2,274,630

134,317

3,661,257

△107,104

△151,716

19,631

5,585

3,389

△44,414

729,619

△9,000

△38,095

3,615,468

12,531,602

3,454,798

669,032

1,117,590

2,094,751

3,004,249

125,317

3,623,162

1

2

3

4

5

1

2

3

1

2

4

1

2

1

1

2

3

4

5

1

2

3

5

6

2

総務管理費

徴 税 費

戸籍住民基本台帳

選 挙 費

統計調査費

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

保健衛生費

病院事業費

上水道費

農 業 費

林 業 費

商 工 費

土木管理費

道路橋りょう費

河 川 費

都市計画費

住 宅 費

教育総務費

小学校費

中学校費

社会教育費

保健体育費

土木施設災害復旧

3,103,012

303,342

180,648

113,322

4,785

6,216,682

5,291,667

1,157,434

1,268,146

406,236

1,070,777

357,118

306,329

1,114,201

211,536

890,755

73,028

835,567

128,279

526,453

427,409

302,033

441,863

543,949

104,002

△93,512

△1,617

4,592

△15,100

△1,467

△25,362

△170,836

44,482

21,536

△1,936

31

34,905

△29,320

3,389

△3,732

△31,014

7,276

△16,430

△514

△3,873

15,197

722,441

△1,780

△2,366

△9,000

3,009,500

301,725

185,240

98,222

3,318

6,191,320

5,120,831

1,201,916

1,289,682

404,300

1,070,808

392,023

277,009

1,117,590

207,804

859,741

80,304

819,137

127,765

522,580

442,606

1,024,474

440,083

541,583

95,002

費

費

1 公 債 費 3,661,257 △38,095 3,623,162
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（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

13

14

諸支出金

予 備 費

1,659,724

154,596

302,183

△43,182

1,961,907

111,414

1

1

基 金 費

予 備 費

1,659,724

154,596

302,183

△43,182

1,961,907

111,414

歳 出 合 計 33,174,314 666,896 33,841,210
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（追加）

事　　項 期　　間

入学準備品購入補助金
（令和5年度入学児童分）

令和4年度

第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為 補 正
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（単位：千円）

限　　度　　額

19,750
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第 ３ 表　　繰 越 明 許 費 補 正
（追加） （単位：千円）

事　　　業　　　名 金　　　額

2 総務費 1 総務管理費 地域公共交通計画策定事業 5,000

運転免許返納事業 2,157

移住政策推進事業 3,000

3 戸籍住民基本台帳費 転入・転出ワンストップ化システム改修事業 4,592

社会保障・税番号制度システム整備事業 1,870

3 民生費 1 社会福祉費 生活困窮者支援事業 2,170

身体障害者自動車免許取得費補助事業 240

高齢者施設等スプリンクラー整備補助事業 6,081

影森福祉交流センター循環ろ過装置交換事業 2,959

2 児童福祉費 下郷児童館改修事業 1,250

保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業 30,048

放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業 2,640

4 衛生費 1 保健衛生費 新型コロナウイルスワクチン接種事業 2,136

ゼロカーボンシティ推進事業 20,000

5 聖地公園費 聖地公園樹木伐採事業 500

聖地公園園内設備補修事業 2,707

6 農林水産業費 1 農業費 産地パワーアップ事業 41,917

担い手確保・経営強化支援事業 25,000

農業用水路補修事業 1,800

ほ場整備事業 1,000

農村地域防災減災事業 385

ため池侵入防止柵設置事業 2,600

高齢者生産活動センター冷凍プレハブ入替事業 3,300

2 林業費 市営林保育事業 4,393

栃本樹皮ガード設置事業 3,740

里山・平地林整備事業 844

吉田阿熊字白岩山村生活安全対策事業 3,586

寺尾字乙小鹿坂山村生活安全対策事業 700

集約林地測量及び資源調査事業 7,279

送電線下伐採事業 11,000

森林管理道保全事業 2,000

ウッドスタート事業 3,573

7 商工費 1 商工費 原油価格高騰緊急経済対策補助事業 20,000

秩父ビジネスプラザ修繕事業 370

道の駅ちちぶ高圧引込ケーブル等改修事業 1,700

観光客鉄道利用促進事業 14,600

款 項
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事　　　業　　　名 金　　　額款 項

8 土木費 2 道路橋りょう費 道路標示事業 7,500

道路反射鏡設置事業 2,500

防護柵設置事業 2,000

幹線５１号線新設改良事業 1,429

幹線６７号線新設改良事業 12,200

幹線７７号線新設改良事業 15,200

中央８５号線新設改良事業 6,900

中央２５１号線新設改良事業 2,500

中央３６８号線新設改良事業 2,000

中央６４２号線新設改良事業 11,700

原谷３２４号線新設改良事業 2,500

荒川幹線６号線新設改良事業 20,200

道路用地等取得事業 1,099

府坂橋補修事業 17,500

無名２２７号橋補修事業 1,300

3 河川費 桜久保沢改修事業 5,533

坊田沢水路測量設計事業 5,000

大野原蓼沼水路整備事業 13,000

黒谷曾根坂水路整備事業 2,000

田村日向水路整備事業 6,000

栃谷山根水路整備事業 2,000

小柱地内水路整備事業 4,000

女形沢水路整備事業 12,000

4 都市計画費 中央通線街路整備事業 45,312

お花畑通線街路整備事業 30,000

羊山公園放送設備デジタル化事業 1,916

羊山公園倉庫解体事業 1,980

羊山公園ふれあい牧場羊購入事業 154

秩父ミューズパークスポーツの森プール改修事業 3,000

秩父ミューズパークスポーツの森土地購入等事業 574

5 住宅費 大規模盛土造成地第二次スクリーニング計画策定事業 1,875

皆谷原住宅電気温水器改修事業 1,800

井ノ尻住宅給水管引替事業 2,816

井ノ尻住宅給湯設備改修事業 1,000

9 消防費 1 消防費 消防団詰所新築事業 35,000

防火水槽築造事業 4,700
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事　　　業　　　名 金　　　額款 項

10 教育費 1 教育総務費 入学準備祝金事業 21,500

2 小学校費 秩父第一小学校下足入れ改修事業 4,000

花の木小学校・西小学校ダムウェーター更新事業 6,701

久那小学校ワークルーム空調設備設置事業 1,850

小学校保健特別対策事業 13,950

3 中学校費 秩父第二中学校Ｂ棟防水改修事業 7,453

尾田蒔中学校体育館トイレ改修事業 2,780

中学校保健特別対策事業 8,100

高篠中学校校舎大規模改造事業 429,684

影森中学校校舎大規模改造事業 285,157

4 幼稚園費 荒川幼稚園解体事業 1,990

6 保健体育費 宮地グラウンドブロック塀改修事業 7,805

文化体育センター地下タンク撤去事業 2,530

11 災害復旧費 2 土木施設災害復旧費 荒川幹線７号線災害復旧事業 11,300

秩父ミューズパーク災害復旧事業 30,000
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余  白 
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第　４　表　　地 方 債 補 正

（追加及び変更）

限度額 起債の方法 利　  率

3 森 林 管 理 道 整 備 事 業 費 51,700

5 地 方 道 路 整 備 事 業 費 207,500

11 道路橋りょう災害復旧事業費 100,000

12 臨 時 財 政 対 策 債 1,086,614

13
高 篠 中 学 校 校 舎
大 規 模 改 造 事 業 費

0

14
影 森 中 学 校 校 舎
大 規 模 改 造 事 業 費

0

補　　　正　　　前
起　債　の　目　的

普通貸借又
は証券発行

　 　　年5.0％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）
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(単位：千円）

償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

46,700

145,100

91,000

788,882

359,000

216,500

      

補　　　正　　　後

政府資金については、その融資条件に
より、銀行その他の場合にはその債権
者と協定するものによる。
ただし、市財政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、又は繰上償還
若しくは低利に借換えすることができ
る。

　補正前に同じ。
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議案第１９号

令和３年度秩父市国民健康保険特別会計補正予算（第３回）

令和３年度秩父市国民健康保険特別会計補正予算（第３回）は、次に定める

ところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 事業勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 89,624 千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 6,781,164 千円、診療施設勘定

の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 6,391 千円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 116,934 千円とする。

２ 事業勘定及び診療施設勘定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区

分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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１ 歳 入（事業勘定）
歳入歳出予算補正第 １ 表

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1

3

5

8

国民健康保険税

県支出金

繰 入 金

国庫支出金

1,046,191

4,817,424

655,384

0

△1,729

93,155

△2,837

1,035

1,044,462

4,910,579

652,547

1,035

1

1

1

1

国民健康保険税

県補助金

他会計繰入金

国庫補助金

1,046,191

4,817,423

655,384

0

△1,729

93,155

△2,837

1,035

1,044,462

4,910,578

652,547

1,035

歳 入 合 計 6,691,540 89,624 6,781,164
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２ 歳 出（事業勘定） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

2

8

保険給付費

予 備 費

4,731,751

36,966

90,680

△1,056

4,822,431

35,910

1

2

4

1

療養諸費

高額療養費

出産育児諸費

予 備 費

4,102,325

603,444

18,910

36,966

86,408

9,312

△5,040

△1,056

4,188,733

612,756

13,870

35,910

歳 出 合 計 6,691,540 89,624 6,781,164
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３ 歳 入（診療施設勘定） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1

3

4

6

8

診療収入

県支出金

繰 入 金

諸 収 入

国庫支出金

41,966

8,012

31,453

385

1,000

2,732

500

△9,361

△342

80

44,698

8,512

22,092

43

1,080

1

1

1

1

1

外来収入

県補助金

他会計繰入金

雑 入

国庫補助金

41,408

8,012

31,453

385

1,000

2,732

500

△9,361

△342

80

44,140

8,512

22,092

43

1,080

歳 入 合 計 123,325 △6,391 116,934
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４ 歳 出（診療施設勘定） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1

2

総 務 費

医 業 費

73,243

30,693

△463

△5,928

72,780

24,765

1

1

施設管理費

医 業 費

73,125

30,693

△463

△5,928

72,662

24,765

歳 出 合 計 123,325 △6,391 116,934

60



議案第２０号

令和３年度秩父市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２回）

令和３年度秩父市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２回）は、次に定め

るところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 9,738 千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 819,916 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳

入歳出予算補正」による。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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１ 歳 入

歳入歳出予算補正第 １ 表

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

2 繰 入 金 183,710 △9,738 173,972

1 他会計繰入金 183,710 △9,738 173,972

歳 入 合 計 829,654 △9,738 819,916
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２ 歳 出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1 後期高齢者医療広 826,662 △9,738 816,924

域連合納付金 1 後期高齢者医療広 826,662 △9,738 816,924

域連合納付金

歳 出 合 計 829,654 △9,738 819,916
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議案第２１号

令和３年度秩父市介護保険特別会計補正予算（第３回）

令和３年度秩父市介護保険特別会計補正予算（第３回）は、次に定めるとこ

ろによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 74,690 千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ 6,773,838 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳

入歳出予算補正」による。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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１ 歳 入

歳入歳出予算補正第 １ 表

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

2

3

4

6

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

繰 入 金

1,549,648

1,688,193

938,483

1,176,176

24,000

26,190

12,375

12,125

1,573,648

1,714,383

950,858

1,188,301

1

2

1

1

2

1

国庫負担金

国庫補助金

支払基金交付金

県負担金

県補助金

一般会計繰入金

1,068,324

481,324

1,688,193

892,958

45,525

1,026,176

24,750

△750

26,190

15,875

△3,500

12,125

1,093,074

480,574

1,714,383

908,833

42,025

1,038,301

歳 入 合 計 6,699,148 74,690 6,773,838
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２ 歳 出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

2

3

5

6

保険給付費

地域支援事業費

諸支出金

予 備 費

5,941,000

344,327

49,538

45,644

125,000

△28,000

200

△22,510

6,066,000

316,327

49,738

23,134

1

2

3

5

1

1

1

介護サービス等諸

予防サービス等諸

高額介護サービス

特定入所者介護サ

介護予防・生活支

償還金及還付加算

予 備 費

5,370,000

185,000

122,000

246,100

284,379

10,367

45,644

149,000

△8,000

12,000

△28,000

△28,000

200

△22,510

5,519,000

177,000

134,000

218,100

256,379

10,567

23,134

費

費

等諸費

ービス等諸費

援サービス事業費

金

歳 出 合 計 6,699,148 74,690 6,773,838

66



議案第２２号

令和３年度秩父市農業集落排水事業特別会計補正予算（第３回）

令和３年度秩父市農業集落排水事業特別会計補正予算（第３回）は、次に定

めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 5,651 千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ 218,532 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳

入歳出予算補正」による。

（地方債）

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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１ 歳 入

歳入歳出予算補正第 １ 表

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

6

7

諸 収 入

市 債

300

39,500

7,151

△1,500

7,451

38,000

1

1

雑 入

市 債

300

39,500

7,151

△1,500

7,451

38,000

歳 入 合 計 212,881 5,651 218,532
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２ 歳 出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1

2

3

農業集落排水事業

公 債 費

予 備 費

125,414

60,910

26,557

△5,203

△2,284

13,138

120,211

58,626

39,695

費 1

1

1

総 務 費

公 債 費

予 備 費

125,414

60,910

26,557

△5,203

△2,284

13,138

120,211

58,626

39,695

歳 出 合 計 212,881 5,651 218,532
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第　２　表　　地 方 債 補 正

（変更）

限度額 起債の方法 利　  率

1 農 業 集 落 排 水 事 業 費 39,500
普通貸借又
は証券発行

　 　　年5.0％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

補　　　正　　　前
起　債　の　目　的
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(単位：千円）

償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

政府資金については、その融資条件に
より、銀行その他の場合にはその債権
者と協定するものによる。
ただし、市財政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、又は繰上償還
若しくは低利に借換えすることができ
る。

38,000

補　　　正　　　後

　補正前に同じ。
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余 白
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議案第２３号

令和３年度秩父市戸別合併処理浄化槽事業特別会計補正予算（第３回）

令和３年度秩父市戸別合併処理浄化槽事業特別会計補正予算（第３回）は、

次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 64,700 千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 184,534 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳

入歳出予算補正」による。

（地方債）

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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１ 歳 入

歳入歳出予算補正第 １ 表

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1

3

4

7

分担金及び負担金

国庫支出金

県支出金

市 債

12,210

43,758

18,000

75,300

△4,950

△19,172

△4,578

△36,000

7,260

24,586

13,422

39,300

1

1

1

1

設置費分担金

国庫補助金

県補助金

市 債

12,210

43,758

18,000

75,300

△4,950

△19,172

△4,578

△36,000

7,260

24,586

13,422

39,300

歳 入 合 計 249,234 △64,700 184,534
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２ 歳 出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1

2

3

5

総 務 費

施設管理費

施設整備費

予 備 費

15,494

26,885

150,075

14,716

△422

△2,957

△64,660

3,339

15,072

23,928

85,415

18,055

1

1

1

1

総務管理費

施設管理費

施設整備費

予 備 費

15,494

26,885

150,075

14,716

△422

△2,957

△64,660

3,339

15,072

23,928

85,415

18,055

歳 出 合 計 249,234 △64,700 184,534
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第　２　表　　地 方 債 補 正

（変更）

限度額 起債の方法 利　  率

1 特定地域生活排水処理施設整備事業費 75,300
普通貸借又
は証券発行

　 　　年5.0％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

補　　　正　　　前
起　債　の　目　的
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(単位：千円）

償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

政府資金については、その融資条件に
より、銀行その他の場合にはその債権
者と協定するものによる。
ただし、市財政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、又は繰上償還
若しくは低利に借換えすることができ
る。

39,300

補　　　正　　　後

　補正前に同じ。
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議案第２４号

令和３年度秩父市立病院事業会計補正予算（第３回）

第１条 令和３年度秩父市立病院事業会計の補正予算（第３回）は、次に定めると

ころによる。

第２条 令和３年度秩父市立病院事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定

めた業務の予定量（２）年間患者数 入院「３５，５００人」を「２８，５００

人」に、外来「７８，０００人」を「７１，０００人」に改め、同条（３）一日

平均患者数 入院「９７人」を「７８人」に、外来「２９３人」を「２６７人」

に改め、同条（４）主要な建設改良事業 病院増改築「７，５００千円」を「６，

１４５千円」に改める。

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 病院事業収益 3,107,311 千円 △308,402 千円 2,798,909 千円

第１項 医 業 収 益 2,781,167 千円 △342,300 千円 2,438,867 千円

第２項 医業外収益 326,144 千円 33,898 千円 360,042 千円

支 出

第１款 病院事業費用 3,091,794 千円 △25,759 千円 3,066,035 千円

第１項 医 業 費 用 3,045,686 千円 △25,960 千円 3,019,726 千円

第２項 医業外費用 45,667 千円 201 千円 45,868 千円

第４条 予算第４条本文括弧書中「不足する額 ５４，８３５千円」を「不足する

額 ５６，２８３千円」に、「過年度分損益勘定留保資金 ５４，６３５千円」

を「過年度分損益勘定留保資金 ５６，０８３千円」に改め、資本的収入及び支

出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 資 本 的 収 入 69,088 千円 △2,753 千円 66,335 千円

第１項 企 業 債 11,900 千円 △2,200 千円 9,700 千円

第２項 出 資 金 34,125 千円 25 千円 34,150 千円

第３項 補 助 金 4,973 千円 100 千円 5,073 千円

第４項 負 担 金 18,090 千円 △678 千円 17,412 千円
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支 出

第１款 資 本 的 支 出 123,923 千円 △1,305 千円 122,618 千円

第１項 建 設 改 良 費 7,500 千円 △1,355 千円 6,145 千円

第２項 企業債償還金 65,752 千円 50 千円 65,802 千円

第５条 予算第６条に定めた起債の限度額「１１，９００千円」を「９，７００千

円」に改める。

第６条 予算第１０条に定めた一般会計から補助を受ける金額を次のとおり補正す

る。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

（１）救急医療等

負担金・補助金 354,021 千円 △1,283 千円 352,738 千円

（２）建設改良負担金 18,090 千円 △678 千円 17,412 千円

第７条 予算第１１条に定めたたな卸資産の購入限度額「２９１，８０５千円」を

「２８１，８０５千円」に改める。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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議案第２５号

令和３年度秩父市下水道事業会計補正予算（第２回）

第１条 令和３年度秩父市下水道事業会計の補正予算（第２回）は、次に定める

ところによる。

第２条 令和３年度秩父市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条

に定めた（３）主要な建設改良事業 管路建設事業「２４，５００千円」を「６，

２７５千円」に、管路改築事業「５４，０００千円」を「４６，５２８千円」

に改める。

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正す

る。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 公共下水道事業収益 1,121,407 千円 △1,446 千円 1,119,961 千円

第２項 営 業 外 収 益 536,130 千円 △1,446 千円 534,684 千円

支 出

第１款 公共下水道事業費用 1,045,148 千円 11,260 千円 1,056,408 千円

第１項 営 業 費 用 973,144 千円 5,210 千円 978,354 千円

第２項 営 業 外 費 用 71,404 千円 6,050 千円 77,454 千円

第４条 予算第４条本文括弧書中「不足する額 ３２６，７９２千円」を「不足

する額 ３１１，１５０千円」に、「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額 １２，４８７千円、当年度分損益勘定留保資金 ２３８，５７７千円、

減債積立金 ７５，７２８千円」を「当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額 １０，３７８千円、当年度分損益勘定留保資金 ２４１，７３２千

円、減債積立金 ５９，０４０千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を

次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 資 本 的 収 入 169,980 千円△10,122 千円 159,858 千円

第１項 企 業 債 146,900 千円△22,500 千円 124,400 千円

第３項 負 担 金 9,000 千円 12,378 千円 21,378 千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 496,772 千円△25,764 千円 471,008 千円

第１項 建 設 改 良 費 92,855 千円△25,697 千円 67,158 千円
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第２項 企 業 債 償 還 金 403,817 千円 △67 千円 403,750 千円

第５条 予算第５条に定めた起債の限度額「７６，９００千円」を「５４，４０

０千円」に改める。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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議案第２６号

令和４年度秩父市一般会計予算

令和４年度秩父市一般会計予算は、別冊の定めるところによる。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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議案第２７号

令和４年度秩父市国民健康保険特別会計予算

令和４年度秩父市国民健康保険特別会計予算は、別冊の定めるところによる。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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議案第２８号

令和４年度秩父市後期高齢者医療特別会計予算

令和４年度秩父市後期高齢者医療特別会計予算は、別冊の定めるところによる。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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議案第２９号

令和４年度秩父市介護保険特別会計予算

令和４年度秩父市介護保険特別会計予算は、別冊の定めるところによる。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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議案第３０号

令和４年度秩父市農業集落排水事業特別会計予算

令和４年度秩父市農業集落排水事業特別会計予算は、別冊の定めるところによ

る。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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議案第３１号

令和４年度秩父市戸別合併処理浄化槽事業特別会計予算

令和４年度秩父市戸別合併処理浄化槽事業特別会計予算は、別冊の定めるとこ

ろによる。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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議案第３２号

令和４年度秩父市公設地方卸売市場特別会計予算

令和４年度秩父市公設地方卸売市場特別会計予算は、別冊の定めるところによ

る。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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議案第３３号

令和４年度秩父市駐車場事業特別会計予算

令和４年度秩父市駐車場事業特別会計予算は、別冊の定めるところによる。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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議案第３４号

令和４年度秩父市立病院事業会計予算

令和４年度秩父市立病院事業会計予算は、別冊の定めるところによる。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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議案第３５号

令和４年度秩父市下水道事業会計予算

令和４年度秩父市下水道事業会計予算は、別冊の定めるところによる。

令和４年２月２２日提出

秩 父 市 長 北 堀 篤
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